
「この現在に於けるいづれの時点も既に生起せしもの
である。それが曾つてあったところのものやそれが曾
つて発生した状態は過ぎ去つている。然しその過去性
は理念的にそのうちにあるのである。然しただ理念的
に［あり］、消え失せし特質［としてあり］、潜在せる
微光［としてあるに過ぎない］。これらのものは宛も
そこにないかのやうに知られずにあるのである。探求
的眼、探求の眼はこれらのものを呼び醒まし、再び蘇
らせ、過去の虚しき闇のうちに映り返えさせることが
出来る 1。」

1. はじめに

　1909年12月、ジャーナリストで詩人の石川啄木の政治
的エッセイ「きれぎれに心に浮かんだ感じと回想」が、文
芸雑誌『スバル』に掲載された 2。その中で啄木は、「日本
人に最も特有なる卑怯」つまり「従来及び現在の世界を観
察するに当たって、道徳の性質及び発達を国家といふ組織
から分離して考える」ことを嘆いている。それに続いて、
「今日国家に服従している」者にも「従来の国家思想に不
満足」である者にも根本的な熟慮を要求した。双方とも国
家について「もっと突込まねばならぬ 3。」歴史的な観点で
見ると、日本の近代国家にはその賛同者と反対者とが同程
度存在したことを、啄木はこの警告によって適切にも想起
させる。賛同者と反対者はそのどちらも、当時の政治シス
テムで認められた政治参加の可能性とその限界の枠内で、
19世紀後半の社会的・政治的・経済的改革を通じて日本
が明治維新期に経験した変革のプロセスに関与しようと力
を尽くした。
　この論文では、国家によりあらかじめ決められた結社に
関する法制度の枠内で行われた、そのグループの活動の可
能性と限界を、それが市民社会的であると解釈できる場合
に着目し素描することで、日本の市民社会のルーツが先行
研究でいわれているよりもずっと以前にまで遡りうること

を具体的に示すことを目的とする。したがってこの論文は
以下のふたつの論点に関する意見表明であるといえる。

　筆者は、第一に、日本の政治学において歴史的プロセス
がより持続的に考慮されることに賛意を表明する。例えば
ドイツでは神戸地震として知られている1995年1月17日
の阪神淡路大震災を契機として、あるいは1998年のNPO

法 4成立によって、はじめて日本に市民社会が成立あるい
は「誕生」したとするテーゼや、日本の市民社会が発育不
全 5であるというあまりに法的枠組みに焦点が置かれた憶
測などは、明らかに誤りであり非歴史的である。同様な問
題は、1945年が日本の市民社会にとっての分水嶺であっ
たという認識にも当てはまる。結果的にこのような非歴史
的で表情のない政治学研究による誤った解釈に陥らないた
めにも、歴史的な発展がより徹底的に考慮される必要があ
ることは明白である。そうすることで1945年以前の日本
における市民社会的発展　　精神史的、構造的、あるいは
法的な　　の可能性と限界についての新たな評価　　疑い
なくそれは批判的でもある　　が下されることになるだろ
う。
　その前提条件として、憲法学者宮沢俊義（1899-1976）
や、さらに大きな影響力のあった政治学者丸山眞男（1914-

1996）の見解　　1945年8月の日本のアジア・太平洋戦争
降伏によって、その政治的、社会的な構造条件が完全に変
革された「8月革命」「無血革命」として解釈する 6　　に
反して、むしろそれ以前との連続性を浮かび上がらせ強調
することが一層必要である。このような連続性はいずれに
せよ、上述の政治学的コンセプトや政財界の指導者、ある
いは占領下において実施された教育改革などに典型的に見
出されるであろう 7。
　第二に、この論文は、過度に規範化されすぎていない
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市
民社会理論に基づく歴史分析に賛意を表明するものであ
る。規範的秩序としての市民社会が持つ民主化への潜在能
力を一方的に強調することは、とりわけ1945年以前にお
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ける日本の市民社会的活動の典型的な変種であったが、支
配システムを支え、追認する目的を持った政治参加への要
求や努力を覆い隠してしまいかねない。このことは、同時
代における対立関係も含めるものである。それは権力者の
個人行動に対して衝突や暴力行為を全く伴わないわけはな
く、折に触れて厳しい批判の対象としたが、支配者の権力
行使に関わる全体構想や支配の内実に関する構想に対して
は、決してその核心部分に触れるものではなかった。この
ような文脈では、規範的な構成要素を剥ぎとった
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市民社会
概念を用いることで　　同様にしてそれは通常の分析基準
の拡大でもある　　、1945年以前の日本において、常に
臣民でもあった国民の役割とその行動にどの程度の自由裁
量の余地が存在したのかという問題に加え、国家と国民の
支配＝被支配関係の内実に関しても、従来とは異なる主張
が歴史的観点からなされうるであろう。
　市民社会と一般的に結びつけられた価値体系の中心に
は、民主化への期待、「極めて重要な、あらゆる社会領域
に当てはまる基本的規範 8」という意味での市民性の度合
が高まることへの期待、社会やその部分領域で参加と選択
の権利が拡大することへの期待、そしてこれらの目標に完
全に非暴力的に到達することへの要求といったものがあ
る。市民社会のコンセプトが、（部分的な 9）非暴力性への
倫理的要求と不可避的に結びつけられている限り、1945

年以前の日本には市民社会が存在しなかった、さらにいえ
ば存在しえなった、なぜならそれは「官尊民卑の伝統」が
歴史的にも現在においても深く根を下ろしているからだ、
という多数派の見解、とりわけ日本の研究者によって代表
される見解が疑いなく支持されることになろう 10。この見
解によると、「西洋近代」の中心的要素としての個人主義
は、間違った方向に導かれたもので有害であると権威に
よって認識され、よってその克服のために国民は例外なく
滅私奉公を義務づけられたとされる 11。回顧的な観点か
ら、典型的な「絶対主義的天皇制 12」「絶対主義と近代主
義とを包摂していた天皇制 13」「立憲独裁制 14」として特徴
づけられた支配システムにおいて、1945年以前に市民社
会的領域の要素を同定することは、学問的には困難　中に
はおそらく政治的

0 0 0

確信と意図によってしぶしぶそれを認め
ないということもあるだろう　であるようにみえる。それ
と同時にここでは　　日本における市民社会の歴史的ルー
ツを分析する際、またその際だけとは限らないのだが　　
市民社会の中心的要素としての非国家性と非暴力性 15と
が、市民社会的な制度化における実際の社会的現実に沿う
ものだったのか、あるいは現在においても沿うものなのか
という問題設定に対しては、明確に疑問を呈する必要があ
ろう。
　我々の目的によりかなうのは、「中間領域」として、い
わば国家や市場、私的領域とは区別される社会領域とし

て、市民社会を領域論的
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に解釈することであろう。この分
析基準により、それが自立と自己組織性、公共空間での行
為、公共の福祉への志向性といった指標によって特徴づけ
られる 16、社会的相互作用に焦点を当てた行為論的
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アプ
ローチと組み合わされることによって、1945年以前の日
本の市民社会に対する方法論上のアプローチが可能とな
る。自立的な組織作りの可能性あるいはその不在、また公
共的領域の位置を確認することで、研究対象とする時代の
市民社会像がより一層明らかなものとなり、部分的な領域
で市民社会が出現する際の形態の輪郭がよりはっきりと浮
かび上る。
　政治学者のオーレル・クロワッサン（Aurel Croissant）
は、中国と韓国に関する研究で、「社会的利益を媒介する
公共のメディア、教養市民層やインテリが公共的議論や世
論形成に参加するといった市民社会の中心的要素」が、こ
うした東アジア社会ではほとんど馴染みのなかったことを
確認している。しかしこのことは、日本の過去と現在には
厳密には該当しない。とはいえ、クロワッサンが日本の状
況を分析する際、分析の対象とする社会がその歴史的、文
化的、地理的決定要因とは関係なく、上述したアクターが
「そのまま具体的な形で 17」姿を現す限りにおいて、市民
社会の「実証的分析的コンセプト」が適応できるとしてい
ることには従うべきであろう。これはいわゆる哲学者で政
治学者でもあるジョヴァンニ・サルトーリ（Giovanni 

Sartori）による、研究対象とする国で異なって認識されて
いる理論的コンセプトを用いる際に存在する　克服は可能
とされる　問題、いわゆる「トラベリング問題 traveling 

problem」と呼ばれる方法論的言明に従うものである。サ
ルトーリによると、適用される理論の核心部分が維持され
るためには、コンセプトの内容が拡大解釈されすぎていな
いと確認できる限り、方法上の手段としての抽象化が分析
上要請される 18。
　1945年以前の日本における政治制度に反対する者は、
およそ法的制度の枠内でのみしか行動できなかったわけで
あるが、彼らが共同体を形成する際の形態を見出すことは
比較的容易である。しかし、数多く存在した体制擁護者ら
による組織を同様に市民社会的結合の形態として視野に入
れることには、おそらく違和感を持たれるであろう。東欧
研究者のディートリヒ・ガイアー（Dietrich Geyer）は、18

世紀ロシア皇帝による社会秩序政策に関する著名な研究の
中で　そのタイトル「国家に主導された社会。18世紀ロ
シア官僚国家に対する社会史的観点」に本論文のタイトル
も依拠している　、ヨーロッパにおいて「マグマの噴出に
も似たフランス革命によって初めてというわけでも、唯一
それのみによってというわけでもなく、すでに君主制的絶
対主義下において新しい［ロシア］社会の解放が準備」さ
れていたことが「詳細な歴史研究により説得的な形で明ら
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かとなった 19」としている。ガイアーの研究結果との類似
において、この論文では以下のテーゼが主張される。もち
ろん1868年から1945年までの、つまり明治維新からアジ
ア太平洋戦争敗北に至るまでの日本の文化的、権力政治的
な特異性を考慮に入れたうえではあるが、いわゆる「絶対
主義的天皇制」の時代、天皇の名のもとに行動した日本政
府によって作られた法的枠内においても、市民社会的な参
加が十分に発達することができたし、また十分に発達した
のである 20。

2. 権威主義と公共性

　1945年以前の日本で市民社会的形態の痕跡を探すにあ
たり、まず分析の枠組となる基本的条件に関していくつか
基本的な確認をする必要がある。
　大日本帝国の支配システム　それは1868年の明治維新
後の「王政復古」の時代以降であり、政治的、社会的なあ
り方を巡って相対する構想が相互に競い合う権力統合の時
期と、1889年の外見的立憲主義的構造の成立以後を含む　
は、ひとまず権威主義に分類できる。1889年の大日本帝
国憲法施行と、1890年に布告された「秘密憲法」として
の「教育ニ関スル勅語」は、この時代に決定的な刻印を押
した。この時代は1945年のアジア・太平洋戦争により終
止符が打たれた。それは同時に連合国軍の占領によって開
始された、全面的な民主化プロセスの発端となった。
　理論的・概念的な曖昧さはさておき、権威主義的支配体
制の理念型は、政治理論的には民主主義、全体主義と並ぶ
「政治体制の第3のタイプ、それ独自のタイプ」として、
以下の点をその本質とする 21。

（1）「限定的な、無責任な多元主義」
（2） 考え抜かれた主導的イデオロギーの不在。それとは対

照的な心性が、イデオロギーの不在の位置を占める
（3） 広範囲にわたる集中的な政治的動員が広く欠如してい

る
（4） 一人の「指導者」による、あるいは状況によっては形

式的にほとんど定義できないが、実際にはその範囲が
十分に予見しうる少数の集団による権力行使

ここでは、研究対象である「日本」と、その精神史的基盤
である国体 22に関する心性とイデオロギーの二項対立の文
脈における定義上の曖昧さは明らかである。だが、その議
論は日本近代史上における市民社会の存在を推定するこの
論文の枠組みを超えることになろう。権威主義的支配体制
は、全体主義における「革命的で独占的な運動に奉仕する
すべての政治勢力」の一見民主主義的な動員との区別にお
いて、「国家の他の勢力をすべて沈黙させるにあたり、　多

かれ少なかれ　身分的、軍事的、経済的、あるいは家系に
相応しい権力の地位が成功裏に貫徹される」特徴を示す23。
近年、少なくとも日本国外の学界では、1930年から40年
代初頭にかけての日本の軍国主義と領土拡張主義の最盛期
においてすら、「軍部あるいはファシズムに支配された」
独裁国家という見方からは大きく距離がとられている。こ
の時代においても「確かに権威主義的ではあるが、多元性
に深く刻印された支配システムであり、海軍、官僚、議会、
財界、そして宮中が無視できない影響力を保持していた 24」
という見解が示されている。1930、40年代の日本の歴史
的発展を深く理解し、国境を越えた議論に加わることがで
きるように努めることは、日本の支配システムが「ファシ
ズム」という上位概念で理解されうるのかという議論にも
繋がる 25。この概念がマルクス・レーニン主義的な政治闘
争概念 26を出自とすること、そしてファシズム的支配 27の
要素のどこに重点を置くかで種々に異なる理論的アプロー
チの多様性に鑑みれば、この概念を日本的な国家と社会と
の関係を分析する指標として用いることは、条件付きでし
か可能ではないだろう。

2.1.歴史的公共性？
　国家、市場、私的領域と並ぶ独立した領域としての公共
性の発展、もしくはその存在、あるいは複数の多様な公共
性の存在は、市民社会の成立と存続のプロセスにおいて非
常に重要な役割を果たすものである。この文脈において、
哲学者で社会学者のユルゲン・ハーバーマスは、「アク
ターとその公衆」間の政治的色彩を帯びたコミュニケー
ションの枠内におけるマスメディアの意義を強調し、以下
のような公共性の中心的次元を同定した 28。
（1） 政治的内容とその履行に関する決定が完全に下され、

それが実現される領域としての「政治システムの核心
における>>制度化された言説<<の次元」

（2） 世論を形成する場としての「>>メディアに支えられ
たマス・コミュニケーション<<の次元」

（3） 「潜在的な考え方」が形成される場としての「主導さ
れた、あるいはインフォーマルな公共性における市民
社会的な日常的コミュニケーションの（…）次元」

世論とはこの文脈では「曖昧模糊とした大衆の、多かれ少
なかれ十分に定義された公的問題や見解に対する無数の
テーマごとの意見表明の総合 29」として理解できる。
　歴史的次元では、1945年以前の日本における公共性の
存在には大部分で大きな疑問符がつけられているか、否定
されている 30。家族が、「形式と目的において隠喩的、象
徴的に家族の似姿として 31」構造化されている国家の社会
的中心をなす儒教的な社会に、私と公との二重性という主
としてヨーロッパとアメリカで成立した理論的仮説を適応
する試みは困難であるとされる 32。方法論的にはとりわけ
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「西側」との比較において、文化的に切り離されているも
のに関連づけることは論争を呼ぶだろう。このような形で
日本社会の発展史を異国化することは、異質性を過度に強
調するあまり、サルトーリ的意味での抽象化の手段を用い
た部分的な繋がりや類似現象の同定作業に困難をもたらす
であろう。
　歴史的公共性の存在に対するこうした留保は、問題の核
心へと我々を導く。というのも、その多様性がゆえに進歩
に対する障害
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としてのみ誤って理解された倫理としての儒
教的伝統を超え、かつ家族的従順に特別な意味を付与する
ことで基礎づけられた日本国家の精神構造にもかかわら
ず、研究者たちは公共性　それは同時に日本的な公共性で
あるが　を同定することができたのである。
　その一例を挙げよう。アメリカ人歴史家メアリー・エリ
ザベス・ベリーはその論文「権威主義的な日本における公
共生活（Public Life in Authoritarian Japan）」の中で、権威
主義的な日本の支配システムにおいても、公共性を「民主
主義という目的」から解き放てば、十分に安定した公共圏
が存在していたことを指摘した 33。そこではとりわけ江戸
時代の豊かな伝統が示されている。それによるとこの時
期、農民や町人の間では日常的に政治的な扇動が行われ、
萌芽的な段階にあった教育施設では異端的な世界観と社会
的な不調和も見られた。また演劇や文化サークルは標準文
化に対し批判的に対峙していた。そして近代の到来によ
り、出版文化が花開き、政党や労働組合が設立され、宗教
における多様性と学校教育、自発性に基づいたほとんどあ
りとあらゆる種類の組織形態が生み出された 34。ベリーの
アプローチは権威的支配システム下の日本における公共性
を、民主主義原理の核心的要素である人民主権が存在して
いる領域ではなく、政治的指導層が徹底的に調べ上げられ
批判されえた領域として理解することを可能にする限りに
おいて注目に値する。1945年以前の公共性では、ベリー
によれば極左の例外を除いて人民による支配の形式も無制
限の人民の権利も目指されてはいなかった。公共性の価値
は、決して民主主義的動機の不十分さ、不完全で発育不全
の変種やそれとは無関係の表出形態にあったのではなく、
民主主義的価値の実現を要求することとはまさに正反対の
ところにあった。この意識において、確かに人民の多数は
同時代の価値システムをみずから代表していたのである。
「指導者たちは鍛えられていたのかもしれない。適性への
厳しい要求、地位を得、その地位を維持するための休みな
き競争、公益事業のイデオロギーと天皇に対する忠誠心、
そして批判による監視。しかし民衆は予測できない不確定
要素であった。民衆は利害関係に分割され、 （…）動きに
おいて歯切れが悪かった。民衆は指導者よりもさらに疑わ
しく思われていたので、政策は当局者の責任と専門知識、
決定における明晰さと超越性という価値に基づいていた。

その当然の帰結として、指導者が世論から絶対的に独立し
ていることが容認されなくてはならなかった。究極的な国
益共同体が想像されなくてはならなかったのである 35。」
　19世紀の日本史、とりわけ明治維新を重点的な研究テー
マの一つとしている歴史家の三谷博によれば 36、「日本の
公共性は19世紀の第三四半世紀に初めて成立」し、それ
は「1853年突然上からの主導による」ものであった 37。こ
こで三谷は、1853年にペリー総督が持ち込んだアメリカ
との外交関係開始と、捕鯨船のために日本の港を開港する
ことを目的とした条約にいかに対処するかに関する江戸幕
府の自信のなさを指摘する。これが原因で引き起こされた
封建家臣との議論のプロセスは、およそ260の大名に対す
る従来の幕府権力の強さを考えると前例を見ないもので
あった。このことは、その後しばらく武士の指導層が政治
的な問題に対し、身分の低い武士と貴族の同盟による天皇
親政を（再び）導入し維新を目指す勢力に取って代わられ
るまで、彼らが一時的に影響力を持つことを可能にした。
これは疑いなくハーバマスが言うところの第一の次元にお
けるコミュニケーションであるが、それはまだほとんど制
度化されていなかった。というのもそれ以前の日本では、
幕府と政治的周縁である諸大名との間には、むしろ儀礼化
された交際が執り行われていたためである。とはいうもの
の既に江戸時代にも、どのような形であれベリー的な意味
での公共性の存在形態を同定することができるかどうかを
検討する意味はあろう。政治的関連で言えば、例えば幕府
自身による、あるいは少数派とはいえその数が次第に増加
していた大名による目安箱や訴状箱、諫箱の設置、あるい
はそれ自体一つの閉じた単位としての村落自治の次元を、
政治的コミュニケーション手段として評価できるのではな
いだろうか。少なくともそうした請願は、政治的権威に対
する緊張を緩和し、社会的反乱を避ける目的のためだけに
武士と低い身分とが共に政治に参加するという幻想を媒介
しただけでなく、実際に将来の大名の後継者選びに至るま
での政治的な決定に直接影響を及ぼしたのである 38。1853

年の政治システム内部での議論も、また中国や日本の行政
で長い伝統を持つ準行政的な施策としての江戸時代の目安
箱という手段も、民主主義の脆い萌芽として評価すること
はできない。それらは明らかに官僚的支配を行う単なる道
具にすぎなかった。
　すでに「はじめに」で述べたように、理念型的に市民社
会を非暴力性と結びつけることは、1945年以前の日本に
おける市民社会的活動の可能性を実際に分析する目的にか
なうものではないように思われる。ここで主張する歴史的
観点による日本的市民社会の構造は、潜在的な敵に対して
向けられた暴力も、そのための手段も、ともに完全に排除
するものではない。本論文が研究対象とする期間の初期に
おいて、このことは孔子（紀元前551-479）の後継者であ
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る孟子（紀元前 372-289）の本来は非常に平和的なアプ
ローチを事実上軽視することになることを考慮に入れなが
らも、孟子の要請した無能で不当な支配者を排除する「革
命の権利」と 39、この伝統に立つ王陽明によって発展させ
られた陽明学の教え　　それは社会的プロセスの分析に実
際上応用する際の「認識と行為の統一」への義務であり、
社会的プロセスに影響を与えようとする試みである　　を
引き合いに出すものである。例えば政治的な闘争の場とい
うよりは、むしろ教養のための組織とでもいうべき性質で
あった明治時代の社会主義研究グループでは、カール・マ
ルクスには距離をおきながら、東アジア土着ユートピアと
しての平等主義的な社会秩序の創唱者として孟子が議論さ
れた 40。数は多かったものの、常に地域的に限定されてい
た江戸時代の反乱 41の背後にあった指導的な政治哲学とし
ての陽明学は、明治時代初期から1889年以降の外見的立
憲主義の確立と整理までの間の政治、社会、経済的な動機
に基づく反乱において　　それらの反乱は陽明学的な論理
に従いつつも成功する見込みはなく、反乱者に対する厳し
い懲罰にもかかわらず自発的に組織されたのだが　　、不
公正と認識された国策の取り消しと、正義として認識され
た社会改革の履行を江戸時代の反乱の伝統を継承すること
でその「世直し」という中心的思想の実現が要請された限
りにおいて、明治時代に至ってもなお影響を及ぼしたので
ある 42。
　他の（東アジア）諸国に対する優越感の源となった法的、
政治的な問いとは別のところで、それが主として日本古代 43

の「文化ルネッサンス」という意味での「アイデンティ
ティー、自分自身、そして社会に関するあまたの文化的、
文学的理論 44」から養分を吸収した限りにおいて、歴史的
な市民社会と後の民族主義という前提を市民社会が部分的
に受け入れた枠内で生じた暴力的な現象とを完全に区別す
ることもまた、受け入れることは難しい。典型的には、女
性運動の指導者たちが1930年代から1945年まで日本の戦
争目的を受け入れたように 45、この民族的ナショナリズム
は日本の市民社会の一部における行動原則となり、それが
ゆえに自らを制限し目的を引き下げ、アジアの国々やアメ
リカに対する軍事的、暴力的な関与を容認することに繋
がっていったのである。

2.2. マスメディアとしての日刊紙の発達
　政治的、社会的、経済的改革を伴いながらその後の日本
の歩むべき道を示した明治維新からアジア・太平洋戦争に
至るまでの期間は、現在とは違い知識人による国家の行動
を支持する意見と批判する意見との「混在」が政治的言説
を特徴づけていた 46。こうした政治的議論の舞台となった
のが、様々に異なる課題を担いながら多種多様な段階を経
て成立した活発な出版界であった。明治時代の知識人を代

表する存在であった福沢諭吉は、意見形成過程における日
刊紙の重要性をいち早く認識していた。このことはとりわ
け、1882年3月に発刊された福沢自身の編集による時事新
報によく見てとることができる 47。とはいえ、権威主義的
支配システム内での日本の報道・出版界の役割とその影響
力に関しては、二つの相反する見解がある。一方では、日
本の新聞が社会の解放を目指す上で果たした歴史的機能
と、あらゆる政治領域に拡大したその影響力とが 48ときと
して全く熱狂的な形で称賛される。他方では、国家による
世論操作の枠内における新聞の制度化と、新聞が存続する
上での要であった抑圧的国家による厳しい検閲政策とを分
析の中心にする研究者が存在する 49。短命、長命に関わら
ず1945年までに創刊された数多くの新聞・雑誌は、国家
による監督機関を通じて行われた厳しい監視にもかかわら
ず 50、社会的、政治的、文化的集団の多様な関心を代弁す
るために世論に参加しようとする側にとっては、人気のあ
る効果的な手段であったことは明らかである 51。
　最初の新聞は1870年代に、最初の企業が設立された際
と似たような形で、つまり国家からの支援を受けて創刊さ
れた。日常の出来事を報道するのではなく、近代化プロセ
スへの要請として、情報を通じた人民の教育水準を上昇さ
せる側面が新聞への投資を促した。同時代人の目にも「人
民の文明化における進歩の度合い」は、その人民の新聞を
見れば最も確実に読み取ることができると映った。「各国
の新聞は、文化や慣習といった我々が文明と名付ける所へ
と至る道筋で、どの程度その国の人民が進歩しているのか
を見るための最良でもっとも確かな指標 52」を提供した。
　驚くべきことに、特に天皇親政が実現された直後の10

年間を見ると、社会的な軋轢や暴動の原因は国家による改
革の中身ではなく、当事者と公との間の議論に瑕疵がある
ことに、またその関連性をうまく理解できない被支配者に
求められた。こうした理由により日本全土で新聞会話会が
設立された。そこでは新聞記事が朗読され、その中身が議
論された。また新聞縦覧所、新聞閲覧所では新聞を無料で
読むことができ、読むことのできない者には朗読がなされ
た。しばらく後になると、情報価値の高い国内外の新聞と
書籍を、時間当たりの使用料を支払い閲覧することのでき
る有料閲覧所が開設された。新聞一般と、それほど長命で
はなかったにせよこの閲覧所は、伝統的な貸本屋にとって
その存在が脅かされる競争相手となった。貸本屋では数百
年にわたり主として江戸時代の人情本を扱っており、後年
その存続の危機に瀕すると新しい文学作品や英書を提供し
競争力を高めようとしたが、たいていの場合それは失敗に
終わった 53。明治時代の初期、すでに1872年には、山梨県
では例えば県下の農村に住む神官、仏僧、あるいは教育の
ある地主、住民などに対し、月に6回新聞から重要な記事
を朗読することを命じた。そのために新聞はあらゆる施設
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へ国家から無料で提供された。送料の割引や大規模な定期
購読とも合わさって、日本の最初の新聞にとって公的機関
は重要な資金提供者となった 54。
　19世紀終わりから20世紀初めにかけて、識字率は新聞
の重要性が増す際に実際的な影響を及ぼしたにもかかわら
ず、日本語の文字システムの複雑な構造により、明治期の
全国民の読み書き能力について確かなことを言うのは難し
い。1873年以降、政府の教育担当機関により集計された
就学者数に関する基本的データを基に推計すると、近代的
学制導入により1870年代にはおよそ40パーセント、日露
戦争期にはほぼ100パーセントに、漢字、ひらがな、カタ
カナの読み書き能力が十分に備わっていたとされる。この
統計データがそもそも学術研究の用に耐えるものであるか
どうかについては、根本的な疑問が呈されている。リ
チャード・リュービンガーは統計データの数値は絶対的な
ものではないとはいえ、徴兵制導入により実施された入営
に際しての教養試験の結果を見ると、上述の推定値は楽観
的に見えると主張する。彼は異なった文字システムの存在
を勘案すれば、自分の名前を書くことができることを読み
書き能力の指標とすることは、就学者数に関する統計デー
タと同じくらいに不十分だとする。というのも、教育を身
につけることなく学校にただ通うだけということもあり得
るからである。さらに大都市と農村部との大きな構造的相
違を考慮すれば、1920年頃に至るまで読み書き能力は社
会全体として解決すべき問題として存在していたことを指
摘する。その原因としては、より貧しい地域では資金不足
により女子に基本的な学校教育を受けさせることさえ躊躇
されたことに示されるように、男女の役割分担がその一つ
だったように思われる。他にも教育を身につけるに当たっ
ての文化的伝統、あるいは周縁地域において道路や橋が整
備されず教育施設へのアクセスが困難であったなどのイン
フラの未発達や、適切な教材を入手することが困難だった
ことなどを挙げることができる 55。
　日本の日刊紙の発展プロセスは、1874年まで継続され
た国家からの支援と、新聞が「文明化と支配者層の従者」
としての機能を果たした期間が終わると、1874年から
1884までの間は何とか完全な独立を守り抜き、日清戦争
の終結までには様々な政党政治的な立場の代弁者に成長す
るという過程を経た。とりわけ日清戦争後の第二産業革命
と、それに伴う少なくとも都市部には該当する生活水準の
上昇は、広告収入や定期購読者数の増加による経済的な安
定と新聞間での激しい競争をもたらした。広く普及した新
聞は、当時の政治的議論において　　常に民主主義的な原
理と平和を志向するという意味では決してなく　　、政治
的意見のリーダーシップ 56に占める割合を増大させ、1940

年代前半に至り原紙価格が上昇し、また印刷所が破壊され
るなどの戦争の影響で普及が制限されるまでその立場を守

ることができた 57。

3. 「制度における精神」：国体 58

　1868年の明治維新後に成立した国家体制の外部構造を
一見すると、それはヨーロッパですでに知られているもの
だという印象を受ける。1868年、江戸幕府の代替物とし
て古代奈良時代の支配構造に範を求めた新しい政治支配構
造が作られたが、1885年にヨーロッパモデルに基づいた
内閣システムによって完全に置き換えられた。1869年の
廃藩置県により、1871年には72の県と3の市が設置された。
江戸時代の士農工商の4身分は見かけ上平等な平民身分と
なり、1872年の義務教育制と徴兵義務の導入、1873年の
包括的な地租改正により、日本型外見的立憲主義へと至る
支配システム革新への途が開かれた。具体的にどのような
内容の憲法にすべきかを巡っては、1880年代に至るまで
激しい、時には暴力を伴った議論がなされた。明治初期に
おいては制定されるべき憲法の内容がどうあるべきかに関
して、個人の名声や教育水準とは関係なく広く市民社会的
な基盤の上で、日本の特性に最適なモデルを欧米列強のう
ちに探し求めることも含め、徹底的な議論が比較的自由に
行われた。
　機能的で専門知識に基づいた官僚機構を創設すること
は、内政改革と工業化のプロセスを成功させるために決定
的な前提であることが明らかとなった。官僚機構の中心的
指標は、偏った利害関心に基づく政治的影響力の行使に対
する超然主義による独立した機関であるという自己認識、
「公平中立」な行動という外部に向かって宣伝された使命
であった 59。
　明治維新の指導者たちは1868年春に「五箇条の誓文 60」
を示すことで、わずか15歳であった明治天皇を代弁し、
開始されたばかりであった明治維新直後の政治システム構
築プロセスで主導権を握ることを主張した。日本の「近代
化」の旗印の下 61、あらゆる国家の事柄に関して誓文で謳
われているように集会で公に議論されることが約束された
ことは、これから樹立される国家体制の構造にある程度の
自由さと将来の国家形態に関心を持つ者の考えが入り込む
余地とを示唆するものであった。それにもかかわらず「国
体 62」概念　　それは直接的な、いにしえの時代において
日本列島を創造した伊邪那美、伊弉諾 63の子である天照大
神との直接の血縁関係にある古代より不断に続く万世一系
の天皇家 64による直接支配を前提とする　　に、外見上で
しかない天皇直接支配の国家哲学による基礎づけが結晶化
した。ただし、そうした議論の大部分は公式見解からは排
除されなくてはならなかった。こうした事情は、日本の政
治システムを根本的に正当化する基盤として、日本国家の
一般的な優越性や朱子学的民族概念のような要素を付け加
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えられながら、江戸時代後期の草創期から明治時代の概念
的、制度的な発展を経て1945年8月に至るまで、「特別に
日本的な思考伝統」を形成した。
　「歴史的真実への確信と古代から伝承された史実 65」の
理論的原則、つまり日本最古の伝承である8世紀に成立し
た古事記、日本書紀の叙述に従い、このいにしえより続く
日本の天皇家が、1868年以降成立した支配システムの基
軸となった。同時にこのコンセプトは、二つのそれまで互
いに独立していた思考様式、つまり日本土着の宗教として
の神道と、政治哲学として解釈可能であった儒教との統合
であり、それは「神儒一致」の掛け声の下での宗教的、哲
学的コンセプトの結合であったと理解できる。これに先行
したのは、太陽神が「太陽と等しい」宇宙論的な大日如来
と同等とされ、江戸時代に支配の安定化に寄与した神道と
仏教との習合を切断することであった。19世紀後半の日
本の政治的、社会的事実にこの神道と儒教との統合を重ね
合わせると、日本の国家を「家族国家」として理解するこ
とに繋がる。そのような理解によると、日本国の頂点には
紀元前7世紀の神武天皇の天孫であり、不変の法則にした
がい日本列島の支配を委ねられた天皇が君臨する。「家族
主義」思想に相応すべく、日本国家は家長である天皇と、
天皇に服従する国民全体からなる家族の成員から構成さ
れ、家族の成員は天皇家に対し絶対服従の義務を負うもの
であるとされる。この「創造された伝統」を手段として利
用することは、ほとんど楽園かのように美化された社会的
安定の時代である江戸時代の記憶と、社会的な騒擾と地位
の喪失に脅かされた明治時代との間に、想像上の連続性を
構想することであり、それは近代化の過程に安定化作用を
及ぼしたことは明らかである。
　丸山眞男は「国体」を非宗教的宗教として解釈し、それ
は「魔術的な力」を持ち、その後の発展の過程で社会的抑
圧と臣民の無限責任の原因となったとする 66。「国体」の
構築過程における、最もではないとしても重要な著作であ
る1825年に出版された会沢正志斎『新論』の翻訳の解説
では、「国体」について次のように述べられている。天皇
は「天の業」の実現、つまり天の規範にふさわしい道徳的
態度を世界中に広める使命において二重の機能を有し、
「一方で天皇は人であり、神々を祀ることで他の人々の見
本となる。この見本としての機能を通じて、天皇は他方で
人々にとって崇拝されるべき神である。人々の動因とし
て、天皇は神々への崇拝を通じて人々に天の“恵み“を保
証する。神々の動因として、天皇は天の恵みを地上に広め
る。この恵みは、道徳的振る舞いが天の規範と一致するこ
とで与えられる精神的物質的健全さの実現である 67。」
　天皇支配は、他の（いわば）宗教的代替物の不在に際
し、近代化する日本国家の精神的な「基軸」となる 68。明
治時代における、国家と社会とを同時に超越する倫理的質

が存在しない状況下での精神的権威と政治的権力との融合
は、今まさに成立しつつあった政治制度に、不可避的にそ
の核心部分で決定的な影響を及ぼした 69。このシステムの
核心部分の分析に際しては、特に1890年の「教育勅語」
において、天皇崇拝、戦争や危機に際しての自己犠牲精
神、愛国心、天皇家に対する赤子のような恭順さを要求す
る儒教的徳といった原理として典型的に表現されているよ
うに 70、日本の伝統的価値観が継続していた精神的・倫理
的次元と、「ヨーロッパ化 71」にさらされていた制度の次
元とを区別することは支持できない。重要なのは「いかに
して精神が制度において、つまり制度を作り出した精神
が、その制度の具体的な作用とともに相互に働いたか」を
理解することである。この文脈において、丸山眞男が再び
「日本国家の認識論的構造」に言及している。丸山は、世
界観や精神的心理的領域における国民的、個人的な特異性
と、「物質的」、つまり普遍的な政治的、経済的制度の機能
とを区別することは間違いだとする。彼は政治的倫理の要
素を含有する日本のような立憲制度を、「制度における」
精神にまで至る全体構造の中においても研究されなければ
ならないと主張している 72。

4. 歴史的市民社会の法的枠組み

　選挙を通じた直接的政治参加は、1945年まで男性にの
み、それも制限された形でのみ可能であった。選挙法改正
が幾度か実施された。1890年の第一回衆議院選挙では、
25歳以上で15円以上の直接国税を納めている日本国民の
みが選挙権を得た。この条件を満たしたのは、約4000万
人の日本国民全体のうちわずかに 1.2パーセントのみで
あった。1900年と1919年の選挙法改正では、10円、3円
と段階的に納税額が引き下げられた。こうした変更によっ
ても政治参加の可能性に根本的な改善はもたらされなかっ
た。というのも、例えば1900年の選挙法改正後初めて行
われた1902年の第7回衆議院選挙では、依然として全人口
の 2.2パーセントほどしか選挙権を有していなかった。
1925年の25歳以上の男性普通選挙法 73により初めて、少
なくとも人口の20パーセントが政治的意思決定プロセス
により強固に組み込まれた 74。その際ほとんど知られてい
ないことであるが、台湾では 1896年以降の、朝鮮では
1910年以降の日本の植民地支配により、日本に住む台湾
人や朝鮮人も日本人と同じ条件の下で選挙権を得たことで
ある 75。女性は日本がアジア・太平洋戦争に敗戦するまで
選挙権から排除された。少なくとも地方レベルでの利害関
係が代弁されるように、制限された選挙権を女性に与えよ
うとする試みは衆議院で賛成多数で可決されたが、貴族院
の抵抗にあい1931年には最終的に頓挫した 76。
　市民社会の成立と発展にとって結社の存在が持つ重大な
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意義とその限界については、今さら述べる必要はないだろ
う。直接的政治参加の可能性が大幅に制限されていたにも
かかわらず、出版界同様日本の結社は1940年代初めに国
家によって統制、画一化されるまで活発で多様であった。
その法的枠組みは以下の一連の規制や法律によって定めら
れた。

 ・新聞条例1875年
 ・集会条例1880年
 ・大日本帝国憲法1889年
 ・集会及政社法1890年
 ・出版法1893年
 ・民法1898年
 ・治安警察法1900年
 ・新聞紙法1909年
 ・治安維持法1925年
 ・宗教団体法1940年
 ・国防保安法1941年
 ・新聞等掲載制限令1941年
 ・言論、出版、集会、結社等臨時取締法1941年

　明治憲法に定められた臣民による結社の可能性に関する
一般的規定を別にすれば、他の全ての法規制では国家サイ
ドによる結社の厳格な統制、届け出義務制度、許認可手続
き、または出版許可に関する手続き、あるいは供託金の提
出などが特徴的である。
　こうした取り決めの根拠となっているのが、明治憲法
29条の「日本臣民ハ法律ノ範圍内ニ於テ言論著作印行集
會及結社ノ自由」を有するという条文である 77。このこと
に関して伊藤博文は、権威とされた伊藤自身の憲法注釈書
の中で、言論、著作物、出版、公の場での集会、そして結
社を通じて、政治的、社会的領域にまで影響が及ぶことを
認識していた。伊藤は「立憲ノ国ハ其ノ変シテ罪悪ヲ成シ
又ハ治安ヲ妨害スル者ヲ除ク外総テ其ノ自由ヲ予ヘテ以テ
思想ノ交通ヲ発達セシメ且以テ人文進化ノ為ニ有益ナル資
料タラシメサルハナシ但シ他ノ一方に於テハ此レ等ノ所為
ハ容易ニ濫用スヘキ鋭利ナル器械タルカ故ニ此レニ由テ他
人ノ栄誉権利ヲ傷害シ治安ヲ妨ケ罪悪ヲ教唆スルニ至テハ
法律ニ依リ之ヲ処罰シ又ハ法律ヲ以テ委任スル所ノ警察処
分ニ依リ之ヲ防制セサルコトヲ得サルハ是レ亦公共ノ秩序
ヲ保持スルノ必要ニ出ル者ナリ 78」と述べている。
　結社設立の際に設立目的とは関係なく中心的意味を持っ
たのは、いずれにせよ日本国民の全ての権利が留保の対象
であったということである。このことは根本的な形で、自
然の、つまり天賦の人権という概念から区別される形で、
明治憲法で厳格に追及された原理、つまり国家によって有
益である限りにおける、国家によって選ばれ国家に依存し

て成立した、より大幅に制限されうる人権原理（国賦人
権）79に従うものである。
　明治憲法ではむしろ一般的な意味で用いられた「結社」
概念は、その後さらなる法律によって具体化される必要が
あった。長期にわたる編纂過程での論争を経てようやく
1898年に施行された民法では、例えば公益法人の設立は
民法第34条で「祭祀、宗教、慈善、学術、技芸其他公益
ニ関スル社団又ハ財団ニシテ営利ヲ目的トセサルモノハ主
務官庁ノ許可ヲ得テ之ヲ法人ト為ス」ことができると説明
的に規定された 80。この経済的利益を考慮しない財団に
は、特別な法的取り決めはなかったもののメセナ的な、も
ちろん必ずしも政治的な意図が全くなかったとは言えない
皇室による行為 81としての、いわゆる恩賜財団があった。
皇室はさらに人道的、市民社会的な活動を金銭的に支援し
た。その一例としては、明治天皇の皇后である昭憲皇太后
が、日本赤十字社設立とその統合・整理の際に果たした役
割があげられる 82。
　政治に関する結社または政党は、本研究が対象とする時
期に決定的な影響を与えている両治安法に基づいて設立さ
れた。1900年の治安警察法に基づき、結社は最寄りの警
察署に届け出を行ない、内務省によって認可される必要が
あった。この種の結社への加入が禁止されたのは、1）現
役、および予備役軍人、2）警察関係者、3）神官、僧侶、
その他宗教の聖職者、4）公立および私立学校の教員、生
徒、学生、5）女性（1922年の法改正まで）、6）未成年者、
7）国民としての権利を一時的に、あるいは継続的に喪失
している者、であった。極めて曖昧に規定された同盟罷業
の禁止により、治安警察法に特別な政治的、学問的関心が
向けられた。というのも、労働組合には確かに一般的な団
結権が認められていたものの、同時に労働運動を犯罪化す
ることが少なくとも法的には可能であったからだ。社会主
義的、あるいはアナーキスト的運動のような幾つかの政治
的傾向を持つ者は、組織作りに際して恒常的な統制と度重
なる禁止にさらされていると認識していた 83。集会と結社
に関する先行する法律　　ここでは1880年の「集会条例 84」
と1890年の「集会及政社法 85」　　が適用された場合、例
えば1881年に管轄の福岡県知事が、江戸時代から明治時
代を経て現代に至るまで社会的差別の対象であった部落民
の代表である復権同盟に対して、この政治組織の原型とも
いえる復権同盟には「集会条例」が適用されず、よって認
可を必要としないと伝えているように、のちに組織が禁止
された場合と比べても、当時はまだ権力政治的な徹底性が
それほど広範には姿を現していなかったように思われる86。
　組織を監視する体制もまずは強化されなければならな
かったことは明らかである。1917年のロシアでの10月革
命の成功と、秘密裏に結成されていた日本共産党の存在が
1923年の夏に明るみに出て以降、支配システムの敵と宣
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言された共産主義イデオロギーに徹底的に敵対し、国体思
想と天皇制下の支配システムに変更を加えようとするいか
なる試みに対しても厳しい刑罰をもって臨む治安維持法の
規定が以前とは比較にならない厳しさで実行に移された。
市民社会的組織や公立および私立の教育機関の教員への対
処に際しては、国家行為における反共産主義的な要素が支
配的となり、またそれが熱心に実行に移された 87。
　共産主義イデオロギー同様に、19世紀後半以降日本で
発生した宗教的な共同体、いわゆる「新宗教」でも、国体
受容の核心部分を疑問視するような教義を持つ宗教共同体
は脅威と見なされた。「新宗教」という術語を「年代的カ
テゴリー」として使用するにあたり、これら宗教運動が主
として神道的、仏教的、あるいは諸宗混合的な志向を有し
ているかどうかは何の関係もない 88。脅威と見なされた著
名な例は、大本教とその指導者出口王仁三郎（1871-1948）
である。彼とその信徒は1921年と1935年の二度にわたり、
王室に対する名誉棄損の疑いで国家による弾圧の対象とさ
れた。弾圧の背景となったのは、皇祖としての太陽神天照
大神崇拝からはっきりと距離をとったスサノオ崇拝の強調
であった。このことは、支配イデオロギーとしての国体の
文脈では神道周縁の学問的に取るに足りない事柄では決し
てなく、またそれが同時に政治的に、法による直接の裁き
の対象となるという意味をも持ったのである 89。1899年、
1927年、1929年と同様な法律の制定に失敗した後、1940

年に宗教共同体を直接の対象とした「宗教団体法 90」が施
行されるまでは、宗教的共同体はその組織形態においては
民法を基に取り扱われ、既存の治安法、刑法による規定が
適用された。しかし、既存法は「左」からの脅威に対する
対応に偏ったものであったため、当時の支配的な信仰方針
から逸脱してはいるものの、左派過激派とは全く関係のな
い宗教共同体を法的に取り締まる場合に困難を伴うことが
明らかとなっていた 91。
　新聞発行に関する様々な法的規定との関連では、国家に
よる検閲が日本のジャーナリズムの質に及ぼした影響につ
いて、確かな答えを得ることは難しいかもしれない。検閲
を通過しながら、かつ同時代の問題を政府への批判も込め
て報道するために、日本のジャーナリズムがどのような報
道技術を発展させたのかについても不明のままである 92。
出版に対する政府の規制 93は、最初の段階からすでに厳し
いものであった。新聞発行の許可を得るためには、出版者
の名前の他に報道される内容についても詳細な説明が求め
られた。その他にも時事に関する事柄を扱う新聞は、将来
出版規則を破った場合に課せられるであろう罰金を見越し
て、相当額の保証金を預ける必要があった。検閲による制
裁措置は、罰金、短期あるいは長期の出版差し止め、そし
て廃業までを含むものであった。1883年から1887年の間
だけで、174の新聞が長短期に出版を差し止められ、4の

新聞が完全に禁止された。198人のジャーナリストが、出
版法を犯したために拘留刑を言い渡された 94。しかし、同
時代のアメリカ人教授でジャーナリズム研究者の「罰金と
拘留刑は日本では相当な規則性をもって課されるため、新
聞社ではほぼ例外なく、拘留刑を身代わりとして受けるた
めだけに「監獄出版者Jail editors」を雇っている」という
発言は、空想として退けることができるだろう 95。すでに
結社に関する法律の中で、支配システムに対する反共産主
義的素因という意味において、内容的に社会主義的、ア
ナーキスト的、あるいは共産主義的な立場を代弁するよう
に思われた、あるいは実際に代弁していた出版物に対して
は、特別に厳しい統制が向けられた。社会主義運動の出版
物リストは、とりわけそれらに向けられた禁止を記録する
ものである 96。出版社も新聞と同様に取り扱われた 97。厳
しい検閲にもかかわらず、1930年代にはまだ日常的な警
察による暴力と尋問での拷問について報道することができ
たが 98、戦争によって明らかに新聞にも特別に慎重な態度
と戦争目的への従属が要求され、それは広範囲に行動の自
由を規制することで押し通された。結社の統制は、国家の
側からは各省と検察に設置された検閲担当部局の他に、二
つの互いに独立した、時には競合する警察機関によって行
われた。それは憲兵隊と、1911年の大逆事件の後設立さ
れた特別高等警察であり、結局は特別高等警察が主導権を
握ることとなった 99。
　市民社会的行動と戦時下にマス・メディアが世論に与え
た影響の可能性と限界に関する問いは、この戦争の時代に
おける共同体の動員能力とその有効性に対する問いと密接
に結びついている。動員は「それを通じて統一体が、以前
は管理していなかったリソースを管理することで、相当な
ものを追加的に獲得する」過程として理解することができ
る。その際このリソースの増加は、「統一体が統一体とし
て行動する能力を増大」させる。この常に「下方に向けら
れている」動員方法を構成する要素として、1）強制的

0 0 0

動
員（軍隊）、2）功利主義的動員

0 0 0 0 0 0 0

（行政や経済）、そして3）
国民国家に対する忠誠を強化するための規範的

0 0 0

動員とを区
別する必要がある 100。自己全権化Selbstermächtigung」と
いう概念についても　このプロセスが統制機関を通じて上
からのみ動機づけられているのではなく、人民自身によっ
て影響を受けているか、あるいは部分的にコントロールさ
れている限りにおいて　同類のことがあてはまるだろう101。
市民社会に関する議論の文脈において戦争を考慮すること
は、市民性、暴力、ネーション、そして主戦論との歴史的
関係が、「集合的な参加への期待と利害関心の自己組織化
は、一方ではネーションへの参加を目的とし、他方では好
戦的で暴力を辞さない態度とがアンビバレントで緊張をは
らみながら併存している状態」として、ヨーロッパやアメ
リカの例として例示的に記述された限りにおいては、正当
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な根拠がある。戦争パラダイムの普遍化は、それが内部及
び外部に向けられ適応されることで、国家と私的領域間の
中間領域の　少なくとも時間的に限定された　狭窄に繋が
るとはいえ、「戦争と戦争経験を、最初から市民社会の分
析より」解釈し導き出すことはできないし、「市民社会の
発展の可能性に対して単にそれを阻害する歴史」として理
解することもできない 102。アジア・太平洋戦争時における
日本の共同体の要請に結社と出版とを順応させるべく定め
られた法的規定のみをもってしては 103、市民社会が消え
去ったのか、あるいはその存在を保つことができたのかと
いう問いに答えることはできない。依然として体制にとっ
て特徴的なことは　とりわけ戦時下においては　、一方で
はその反共産主義的含意であり、他方ではとりわけリヒャ
ルト・ゾルゲ周辺のソビエト・スパイ団発覚を通じて醸成
されたスパイに対する不安の増大である。とりわけマスメ
ディアである日刊紙は、戦争の遂行にとって重要な情報を
意図せずに広める結果とならないように特別な監視下に置
かれた。「安寧秩序」が、少なくとも法律の文面上は思想
の自由や集会の自由よりも上位の価値となり、そのために
思想の自由や集会の自由はさらに厳しく監督される必要が
あった。戦争を基準とした考え方ではあらゆる社会的勢力
の統制と画一化が念頭に置かれたが、個々の社会勢力の実
際の成功や挫折は、法律の条文に込められたその意図の説
明によるのではなく、最終的にはただ個別の研究において
のみ評価されうる。特に法案のキーワードである国家機密
の伝達を厳しく罰した「国防保安法」を、独立的と見なさ
れたジャーナリストを委縮させる目的で1942年から1945

年にかけて仕組まれた横浜事件の根拠として適用したこと
は、国家側にはいずれにせよ「国家と私的領域の間の中間
領域」を大幅に狭める用意が十分にあったとことを示して
いる 104。

5. 事例研究　アジア主義と日露戦争（1904/05）105

　1904/05年の日露戦争前後、天皇制国家に対する石川啄
木的意味における賛同者と反対者は、公共空間におけるオ
ピニオンリーダーの地位を巡って直接的な競合関係に入っ
た。日本外交の支配的な潮流となった民族的ナショナリズ
ムの一変種である大アジア主義と、軍事行動による大アジ
ア主義的要求の実現は、暴力的かつ市民社会的な対立の結
晶点となった。東アジア民族共通の人種的出自を強調する
プロセスは、日本では国民国家と結びつきながらも 106、同
じ東アジア民族の中にも確固とした階層性があるという自
意識を排除することはなかった。中国学者の竹内好（1910-

77）は、アジア主義現象の中に「本当に中身のある客観的
に定義しうる思想はない 107」と見なした。竹内はアジア主
義の源を自由民権運動および欧化主義と、国粋保存主義と

の間の矛盾に求めた 108。
　アジア主義の文脈においてもっとも影響力のあったナ
ショナリスト集団の一つに、1881年に福岡で設立された
玄洋社がある。玄洋社はまず自由民権運動の一翼として活
動し、1880年半ば以降は天皇制の更なる強化と大陸にお
ける日本の拡張を主張した。玄洋社は、日本国民の間に十
分な支持を得た他の多くの国粋主義的団体　　これらの団
体は明治後期に設立された　　へ人員を供給する母体と
なった 109。玄洋社は1880年の集会条例に従い管轄の警察
署に設立認可申請を行い、政治結社の設立目的に以下の三
つの課題を挙げた。

 ・皇室ヲ敬戴ス可シ
 ・本国ヲ愛重ス可シ
 ・人民ノ主権ヲ固守ス可シ

　玄洋社に対してはひとまず設立の許可は下りたとはいえ、
1889年には、かつての社員である来島常喜が　来島はそ
の決行前日に退社したのであるが　外務卿大隈重信（1838-

1922）の不平等条約改正に対する煮え切らない態度にしび
れを切らし、大隈を襲撃、重傷を負わせ、その場で短刀に
より儀式ばった自死を遂げたことで 110、結社の存続が一時
的に脅かされることとなった。
　アジア主義の重要な原動力は、日清戦争により獲得した
領土を日本にとって恥辱極まりない1895年のドイツ、フ
ランス、ロシアによる三国干渉 111の結果として放棄させ
られたことに対する感情であった。列強の要求に対する日
本の無力さへの失望感は、間接的にではあるが後のアナー
キスト大杉栄（1885-1923）と、1887年より雑誌『国民の
友』の編集者として大きな影響力のあった徳富蘇峰（1863-

1957）112のような非常に性格の異なる人物とを結びつけた。
　哲学者三宅雪嶺（1860-1945）はこうした失望への対応
として、14世紀元朝の編年史にある概念「臥薪嘗胆」を
もってあたるべきであると主張した 113。後日の雪辱を期す
　とりわけロシアに対する　という態度は、間もなく日本
中に広く広まった 114。こうした状況下、1901年には黒龍
会が設立された。黒龍会はその名前が既に示唆するように、
満州とロシアの国境を流れる河川を日本の影響が及ぶ自然
の境界線とすべきだとして、領土拡張を最大限要求した。
　ロシアによる満州の占領は1901年以降も引き続き強化
され、日本はロシアに対し三段階での軍の撤退を要求する
最後通告を突きつけたのであるが、このロシアの満州占領
により対露同志会が1903年に設立されることとなった。
対露同志会は、第一次桂内閣に対する世間の圧力を強める
ことで、政府がロシアに対して強硬姿勢をもって対処し、
日本とロシアとの間で満韓交換による利害対立の均衡が図
られることを断念させようとした。この団体は日本の政界、
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財界、メディアのオピニオンリーダーたちの雑多な集まり
であり、その中には政府に対する厳しい批判者もいれば、
無条件に政府を支持する者もいた 115。対露同志会は、著名
な7人の東京帝国大学教授と学習院大学教授が主導し、七
博士建白書が 1904年 6月 10日、政府に直接提出された。
この建白書はその後、1904年7月24日の東京朝日新聞紙
上に多少手を入れた形で掲載され、アジア大陸で勢力を伸
長するロシアの脅威に対する対応の遅れがもたらすであろ
う危機に注意を喚起した 116。そして、明らかに優越する日
本の軍事力があれば、この「問題」を最終的に解決できる
にもかかわらず、その唯一無二の好機をみすみす逃すこと
は過失であると主張した。曰く、仮に政府がロシアによる
満州侵略を等閑視する政策を続けるならば、日本、中国、
朝鮮は以後決して頭を持ち上げることはできず、皇国は永
遠の不幸に見舞われるであろう 117。
　このことに関して、明治天皇の侍医であったエルヴィ
ン・ベルツ（1845-1913）は、彼の 1903年 12月 12日付の
日記の中で興味深い記述を残している。
　「日本国民がたいへんいきり立っており、ロシアとの交
渉が遅々として進展しないことに不満を持っていることに
疑いを差し挟む余地はない。そのことは諸大臣にも知らさ
れている。仮にこうした国民の要求を顧慮しない場合に
は、彼ら大臣自らの生命が、日々刻々と非常な危険にさら
されるであろうことは十分に自覚している。にもかかわら
ず彼らが圧力に折れないとすれば、何かそれに足る理由が
あるはずである。誰もが交渉が行われる様子に評価を下す
が、誰もその交渉がどのようなものであるかを知る者はい
ない。その典型的な例を挙げよう。『私は政府の理由を知
らない。しかし、私は政府を認めない！ 118』」
　国民が感情的に興奮した原因の一部は、人口集中地域や
地方においても大いに普及した日刊紙の影響力増大に求め
ることができよう。日露戦争前夜には、東京だけでも定期
購読者数が1895年の約7万人から、20万人にまで増加した。
購買者数の増加は国民の情報に対する欲求の増大に呼応し
ていた。その理由は、学校教育が順調に普及し識字率が一
定程度上昇したこと、都市化の進展、そして情報の流通が
それ自体進展したことにあった 119。1904年から1907年の
間に、国内の主要な新聞はその発行部数をさらに一段と伸
ばしたのであるが、その際、新聞社が戦争を支持する姿勢
を示すことが定期購読者数増加に良い影響を及ぼすことが
示された 120。黒岩涙香（1862-1920）が主宰する萬朝報が
1904年10月8日の社説で意外なことに、国民の多数意見
がそうであったのと同じく対露開戦を日本の利益のために
必要であるとしたことは明らかにこの理由による。黒岩は
編集部内に存在した初期社会主義者に連なる人々からの怒
りを買った。これら幸徳秋水周辺の初期社会主義者の一団、
およびキリスト者内村鑑三（1861-1930）は 121、日露戦争

の熱狂に反対し戦争による国民の多大な犠牲を正当にも危
惧した 122。この集団は新聞発行の母体として「平民社」を
設立し、1903年11月には早くも第一号を発行した。第一
号発行を記念する宣言において平民社に参集した彼らは、
フランス革命の三つの柱であり、不変の権利の基礎たる自
由・平等・友愛を高らかに謳い、社会主義・平和主義／非
戦論、そして教養あるものに主導される労働者、小市民の
立場に立つ社会観としての平民主義とを代弁すると宣言し
た 123。1904年 3月 13日に公表された『余露国社会党書』
はとりわけ大きな反響を呼んだ。幸徳は自ら執筆したその
書の中で、日本とロシアにおける常軌を逸した愛国主義と
軍国主義に対する、日露両国の社会主義者による共同戦線
を呼びかけた。
　外交が天皇大権に属する事柄であったということは、明
治国家の構造の特徴である。その限りにおいて、膨大な費
用と人的犠牲ゆえに戦勝国日本がロシアと結ばざるを得な
かった講和条約の内容に影響を及ぼそうとする行為は 124、
批判が即不敬罪の疑いを呼ぶがゆえに困難を伴った。講和
の条件は、日本では1905年8月30日の時事新報号外によっ
て広く知れ渡ることとなった。大手新聞の論説は、日本は
確かに戦争には勝利したが、平和を無駄にしたと大いなる
失望を示した。出版メディアの多数は、ナショナリストの
団体である黒龍会と対露同志会をトップとする講和問題同
士連合会と意見を同じくした。連合会は1905年に設立さ
れ、講和交渉が誤りであることが明らかとなった場合には、
対露戦を継続することを主張した 125。同年9月5日に連合
会による抗議行動が約3万人の参加者を得て日比谷公園で
開催され、およそ2千人が皇居に向かって抗議の行進を始
めたことが、その後2日間にわたる日比谷焼打ち事件 126の
幕開けとなった。この事件は、天皇による非常事態宣言と
軍隊の投入によってようやく鎮圧されたのであるが、9月
7日の大雨もこの事件の鎮静化に一役買った 127。講和条約
は変更されることはなかった。日比谷焼打ち事件の鎮圧
は、大阪朝日新聞と日本 128によって、「第二の露都」の見
出しの下、1905年1月9日のロシアの血の日曜日と比較さ
れた 129。
　この騒動は日本の政治史において、とりわけいわゆる
「大正デモクラシー」の文脈においては、おそらくは政治
的な「幅広い民衆の共同参加 130」への要求ゆえに「大正デ
モクラシー」の嚆矢と見なされているとはいえ、日露戦争
の具体的な影響史においては直接的な政治的帰結をもたら
さなかった。
　明治時代最後の10年間は、新聞・雑誌が世論に与えた
影響は大きかった。プリントメディアは、民衆を政治的に
多様な目的に向けて大規模に動員することが可能となっ
た。戦争の前哨戦では、国内の大新聞は1895年以降の日
本の失望感を色褪せないものとすることで、自らの影響力
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を行使した。戦争中においては、政府による国民の個人
的、経済的な犠牲への要求を支持する一方で、戦後は国粋
主義的な身振りにより戦争の継続を求めた。遅くとも日比
谷焼打ち事件までには、明治のエリートによる通常のメカ
ニズムと取り決めとは違う次元で、民衆は政治決定のプロ
セスにおける重要な要素となった。日比谷焼打ち事件は、
1905年から1918年までの民衆騒擾期 131の始めに当たり、
そこで都市民衆は歴史的な観点から「怒れる市民」として
姿を現したのである。騒擾の個々の原因は多様であり、
1906年3月から9月にかけての公共交通機関の運賃値上げ、
1908年 2月の増税反対、1913年の第一次護憲運動、1913

年9月の対中政策を巡る対立、シーメンス事件での海軍汚
職に対するデモ、1918年の普通選挙を求める運動、ある
いは「大正デモクラシー期」が最高潮に達した時期の
1918年に、投機的な米価高騰と買占めによるコメ不足に
よって引き起こされた米騒動であった。
　1905年の抗議運動は、愛国主義から国粋主義への移行
期に位置付けることができる。支配エリートにとっては、
一見しただけでは見分けがつかなかったのであるが、これ
らの騒擾は支配権力への単なる不服従と脅威であったのみ
ならず、支配エリートが直接天皇の権威に依拠したのと同
じく、権力を維持する装置としての支配イデオロギーであ
る国体をいかに民衆が内面化し、身をゆだねていたかを示
していた 132。その限りにおいて民衆騒擾は支配層に対する
暴力的な要素にもかかわらず、同時に象徴的にも実際的に
も1945年まで政府の行動をあらかじめ規定していたあの
「制度の中の精神」が、いかに強固に定着していたかを証
言するものであった。

6. おわりに

　市民社会概念をこの時期に使用するならば、1945年ま
での日本における市民社会はまれなことに三つの姿をとっ
て現われる。一つには、自己組織の形態においては、民主
化への期待と天皇支配の国家哲学的基礎付けへの拒否は、
市民社会を瞬く間に反国家へと追いやり、国家による制裁
の対象となった。二つには、ほとんど非政治的な市民社会
の形態であり、ニッチな分野に自らを限定し、主に慈善、
教育、文化、医療に注力した。三つには、グラムシ的意味
における「防御施設、装甲防弾施設のがっしりとした鎖 133」
として国家を支援する、市民社会と一対の「暗い」像であ
り、市民社会の規範的概念とは相いれないような形態であ
る。
　これらの三形態にもかかわらず、市民社会の認識論的概
念を用いることで、市民と国家との関係に新しい評価が可
能になるように思われる。というのも、この概念によって
社会における対立の場とコンセンサスの原理を同定するこ

とが容易になるからである。こうした見方は、アメリカ人
東アジア史家シェルドン・ガロンのアプローチに従うもの
である。ガロンは市民社会概念を「市民社会という聖杯の
探求」に用いるのではなく、日本の歴史においても、そし
て日本の歴史にこそ、とりわけ国家と社会との関係をより
よく理解し、必要に応じて新たに評価できるようになるた
めの手段として用いることを提唱した 134。
　同様に、市民社会と暴力とを歴史的観点から対立するも
のであると予断するのではなく、「拡大された参加権の一
部でありその可能性である」と解釈することが意義あるこ
とであると明らかになった。こうした二項対立の成立は、
20世紀における二つの世界大戦を回顧的に分析した結果
に過ぎない 135。さらに言えば、この二律背反は1945年以
降の日本の市民社会的発展にとっても、厳密には当てはめ
ることができないのではないかという予測が成り立つ。折
に触れて市民社会的行動の典型例として評価される水俣水
銀中毒の被害者団体の、自らの利害関心を貫徹するために
採用する手段に着目する時、例えば生産現場をバリケード
で封鎖したり、工場に乱入し生産設備を破壊するなどの暴
力的手段を用いたりすること、あるいは成田空港建設に反
対する暴力的な闘争などを考慮すればなおさらである。同
様に、現在もなお続く市民社会が国家による福祉や財政に
構造的に依存している状態は、少なくとも歴史的次元にお
いては、一方では市民社会と暴力を、他方では市民社会へ
の国家からの影響を、研究上戦略的に厳密に区別する事を
困難にし、研究領域を大幅に狭めることになったと考えら
れる。
　本論文の序論で提唱した、（日本の）市民社会を評価す
るにあたり歴史的観点をより一層考慮することに加え、こ
こではよりバランスのとれた分析を行うことを提唱した
い。日本の歴史における市民社会的行為のルーツを探ると
いう視点の下でも、例えば大正時代に起こった学生運動の
分析に際し、1918年にロシアでの10月革命の成功を受け
て東京帝国大学で設立された新人会や、1919年に早稲田
大学でボルシェヴィキ革命を日本人民の幅広い層に定着さ
せようとして設立された民人同盟会 136のような明治国家
の指導的思想である国体に真っ向から対立した「左派」団
体のみに焦点を当てることは、早計に過ぎるように思われ
る。1919年のヴェルサイユ体制における日本の立場の強化、
および天皇家の更なる権力強化を市民社会的な活動を通じ
てめざした学生同盟のような存在がもう一方の政治的スペ
クトルに存在した。こうした超国家主義的な団体の代表と
しては、例えば天皇機関説と鋭く対立した憲法学者上杉慎
吉（1878-1929）によって設立された二つの学生団体、1920

年設立の興国同志会と1925年設立の七生社 137を挙げるこ
とができる。政治的に極端に立つこれらの学生団体に対し
ては、より政治的な中立を標榜した団体、例えば1934年
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に「太平洋における平和を推進するために」設立され、現
在まで存続する日米学生会議がある 138。
　この論文では、歴史的市民社会のアクターとして典型的、
代表的存在である田中正造（1841-1913）139や、被差別部
落の代弁者としての水平社と日本語による最初の人権宣言
とも称される水平社宣言 140については、ただ短く言及す
るにとどまる。1930年代から1945年の敗戦までの時期に
おける社会的諸集団による市民社会的な参加を求める運動
の分析は、その最初の試みがすでになされている 141。
　「大正デモクラシー」の文脈では、とりわけ憲法学者美
濃部達吉（1873-1948）と政治学者吉野作造（1878-1933）
を挙げなくてはならない。彼らは1945年以前の日本の政
治的、立憲的制度の内実をリベラルデモクラシーの観点か
ら解釈し、制度に内在する国民参加の可能性を追求した。
同時に、絶対君主である天皇を一つの機関として他の立憲
的機関の中で第一の地位を占めるに過ぎないと理解する美
濃部の天皇機関説においても 142、また吉野の民本主義 143

においても、体制の核心である国体思想を根本的に疑問視
するものではなかった。吉野から大きな影響を受けた民本
主義では、個人の多様な自己中心的な利害関心から解き放
たれナショナルな利害関心を基底とした国民全体の幸福
が、社会的、政治的行為を律する指針となった。同時に、
主権は侵すことのできないものとして正式に君主に帰属さ
せられた。自由は決してそれが自己目的化することなく、
常に国家の利益に奉仕すべきものとして、かつ全体の幸福
に利するものとして、そして国家の法秩序に個人の欲求を
従属させることを通じて、国民は最大限の自由に到達でき
るとされた 144。こうした見方は、個々の国民の参加可能性
を漸次的に拡大させることを、大いなる全体の福利の実現
のためには、つまり国家あるいは君主の利益と国民の利益
とが融合したものとしての国益の貫徹のためには 145、個人
は自らを少なからず制限すべきであるという要求と結びつ
けたのであるが、それはなにも権力者のみが歓迎すべき可
能性として支持したのではない。同様にして、影響力を有
した反対勢力、あるいは大正デモクラシーの担い手たち
も、当時のナショナルな言説において国民と国家との関係
を構想するにあたり、個人の君主国家における公共の福利
に対する責任を　　表面上、あるいは実際にも　　エゴイ
スティックな自己実現よりも優先させるべきであるとした。
このような個人を国益に従属させる、社会的「コモンセン
ス」としての日本型リベラリズム解釈は、同時代の市民社
会のアクターが国家に依存し、国益の実現に協力する方向
にしか思考できないようにしむけたのである 146。
　公共のメディア、教養市民層の参加などの形式的な市民
社会の領域論的、行為論的な構成条件が同定可能であるこ
とを考慮すると、国体のような国家哲学的概念の存在や、
おそらくは市民社会的な発展の条件が制限されていたこと

の目に見える徴としての国家による一層強化された監督・
統制だけでは、1945年以前の日本において市民社会が存
在したことを疑う根拠とはできないように思われる。特に
その間、日本人の研究者も、日本人以外の研究者も、権威
主義的な支配システムを維持する、あるいは常に支配シス
テムと対立していたわけではない敵対関係にある国民の役
割を視野におさめるようになってきた。ゆえに結論として
は、丸山眞男が　　おそらく当時はまだ資料の入手に困難
があったとしても、1946年にはすでに　　、日本では「政
治的権力がその基礎を究極の倫理的実体に仰いでいる限り、
政治の持つ悪魔的性格は、それとして率直に承認されえな
いのである」と、始めから日本人の過去を免責しようとし
たことに対し、異議を唱えなければならないだろう 147。む
しろここでは、文学者アンドレ・モロワが1799年のナポ
レオンによる新憲法公布に際して、フランス人民の態度を
言い当てたのと類似の評価が当を得ているように思われ
る。「国民は無理やりその意に従わされたのではない。自
らその身を差し出したのである 148。」
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Es ist die Absicht, in dieser Darstellung die Möglichkeiten und 

Grenzen des Engagements jener japanischer Gruppen in dem vom 

Staat vorgegebenen institutionellen Rahmen des Vereinsrechts 

vor 1945 zu skizzieren, soweit es sich um Aktivitäten handelt, 

die als zivilgesellschaftliche interpretiert werden können, und 

anhand eines ausgewählten Beispiels zu zeigen, dass die Wurzeln 

der japanischen Zivilgesellschaft weiter zurückreichen, als ihr 

gelegentlich in der Forschung zugestanden wird. Mithin versteht 

sich dieser Diskussionsbeitrag als zweifaches Plädoyer:

(1) Als ein Plädoyer für die nachhaltigere Berücksichtigung 

historischer Prozesse in der politikwissenschaftlichen Forschung 

zu Japan. So erweist sich beispielsweise die oft zitierte These von 

der Entstehung oder „Geburt“ der japanischen Zivilgesellschaft 

nach dem Hanshin-Awaji-Erdbeben vom 17. Januar 1995, 

respektive durch die Verabschiedung des NPO-Gesetzes 1998 

bzw. eine mutmaßliche zivilgesellschaftliche Unterentwicklung 

mit ihrem sehr auf die juristischen Rahmenbedingungen 

ausgerichteten Focus als gleichermaßen beständig wie 

nachhaltig falsch bzw. ahistorisch. Dies gilt in gleicher Weise 

für die Wahrnehmung des Jahres 1945 als zivilgesellschaftliche 

Wasserscheide. Folglich bedarf es offenbar einer intensiveren 

Berücksichtigung historischer Entwicklungen, um derartigen 

beispielhaften Fehlinterpretationen einer geschichtslosen und 

gleichsam gesichtslosen politikwissenschaftlichen Forschung 

vorzubeugen. Dies mag dann mit einer – zweifelsohne auch 

kritischen – Neubewertung der Möglichkeiten und Grenzen 

zivilgesellschaftlicher Entwicklungen im Japan vor 1945 mit deren 

besonderen – geistesgeschichtlichen, strukturellen wie rechtlichen 

– Rahmenbedingungen und Artikulationsmöglichkeiten spezifi-

scher Interessen einhergehen.

Zugleich versteht sich dieser Text (2) als ein Plädoyer für 

historische Analysen auf der Basis einer nicht normativ 

überhöhten Zivilgesellschaftstheorie. Die einseitige Betonung 

des Demokratisierungspotentials der Zivilgesellschaft als 

normativer Ordnung scheint Formen der vor allem auf die 

Stützung bzw. Bestätigung des Herrschaftssystems zielenden 

Partizipationsansprüche und -bestrebungen, als einer für diese 

Phase der japanischen Geschichte prototypischen Variante zivil-

gesellschaftlichen Engagements, zu verdecken. Dies schließt dann 

unter Berücksichtigung von Zeit und Raum auch zeitgenössische 

Auseinandersetzungen ein, die keineswegs immer völlig konflikt- 

und gewaltfrei Einzelaktionen der Machthaber, keinesfalls aber 

die Gesamtkonzeption ihrer Herrschaftsausübung oder das 

inhaltliche Design der Herrschaftspraxis in ihren Kernbereichen 

zum Gegenstand einer gelegentlich durchaus auch scharfen 

Kritik hatten. Ein seiner normativen Bestandteile „entkleideter“ 
Zivilgesellschaftsbegriff ließe, gleichermaßen als Erweiterung 

der gängigen Analysekriterien, in diesem Kontext differenziertere 

Aussagen über die Rolle und die Handlungsspielräume der 

Untertanen, die zugleich auch immer Staatsbürger waren, 

und somit über die Qualität der Staat-Bürger-Beziehungen in 

historischer Perspektive im Japan vor 1945 zu.
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